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Ⅰ 平成２９年度一般会計決算概要  

平成２９年度における当組合一般会計の決算は、平成２８年度決算額を上回り、

前年度の決算と比べ歳出は４，５４９万２千円の増であった。  

歳出の主な内容としては、人件費が歳出額の７９．１％を占めた。投資的経費

では、普通建設事業費の消防車両更新事業により、昨年度に対して２，１６６万

６千円、１７２．６％の増となった。  

組合構成町の厳しい財政状況を踏まえ、各事業の必要性や費用対効果について

精査し、限られた財源の重点配分と効率的かつ効果的な行財政運営に努めた。  

総務管理費では、総務省から示された統一的な基準による財務書類を作成し、

平成３０年３月末に公表した。  

葬祭業務では、３年目を迎えた火葬炉大規模改修工事を当初の計画どおり完了

させ、利用者に不便をかけることのないよう施設の保全管理に努めた。  

消防業務では、複雑化・大規模化の傾向を強める災害や事故に対応すべく、亘

理消防署山元分署に電動油圧救助器具を積載するなど各種資機材を増強した水槽

付き消防ポンプ自動車を更新配備し、地域住民の期待と信頼に応えられるよう消

防力の充実・強化を図った。  

１ 決算収支 

平成２９年度決算規模は、一般会計歳入歳出予算総額７億１，１５５万９千円

に対し、歳入決算額７億１，２１２万６千円（対前年度比１０７．４％）、歳出

決算額６億９，５７０万７千円（対前年度比１０７．０％）、歳入歳出差引額は

１,６４１万９千円となった。 

実質収支は、歳入歳出差引額と同じ１,６４１万９千円となり、そのうち、地

方自治法第２３３条の２の規定により、１,５４１万円を財政調整基金へ積み立

て、１００万９千円を平成３０年度に繰り越すこととした。 

（単位：千円） 

区 分 歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

歳入歳出 

差引額 

(A)－(B) 

(C) 

翌年度に繰り

越すべき財源 

(D) 

実質収支 

(C)－(D) 

(E) 

歳計剰余金

積立 

純繰越金 

平成２９年度 712,126 695,707 16,419 0 16,419 15,410 1,009 

平成２８年度 663,320 650,215 13,105 0 13,105 12,100 1,005 
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Ⅱ 平成２９年度款別決算表 

１ 歳  入 

 （単位：円・％） 

科   目 予算現額 調 定 額 収 入 済 額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予 算 額 に 

対する収入 

増 減 額 

収 入 割 合（％） 

予算率 調定率 構成比 

1 分 担 金 
及び負担金 646,280,000 646,280,280 646,280,280 

0 0 280 100.0 100.0 90.8 

2 使 用 料 
及び手数料 1,300,000 1,663,800 1,663,800 0 0 363,800 128.0 100.0 0.2 

3 県支出金 6,390,000 6,390,725 6,390,725 0 0 725 100.0 100.0 0.9 

4 財産収入 4,000 3,054 3,054 0 0 △946 76.4 100.0 0.0 

5 繰 入 金 13,285,000 13,285,000 13,285,000 0 0 0 100.0 100.0 1.9 

6 繰 越 金 1,000,000 1,004,951 1,004,951 0 0 4,951 100.5 100.0 0.1 

7 諸 収 入 1,400,000 1,598,384 1,598,384 0 0 198,384 114.2 100.0 0.2 

8 組 合 債 41,900,000 41,900,000 41,900,000 0 0 0 100.0 100.0 5.9 

合   計 711,559,000 712,126,194 712,126,194 0 0 567,194 100.1 100.0 100.0 

 

 

２ 歳  出 

      （単位：円・％） 

科    目 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 
執行割合

（％） 

構成比

（％） 

1 議 会 費 924,000 831,105 92,895 89.9 0.1 

2 総 務 費 58,102,000 55,419,529 2,682,471 95.4 8.0 

3 衛 生 費 27,451,000 24,865,616 2,585,384 90.6 3.6 

4 消 防 費 614,182,000 604,715,419 9,466,581 98.5 86.9 

5 公 債 費 9,900,000 9,875,590 24,410 99.8 1.4 

6 予 備 費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0 

合    計 711,559,000 695,707,259 15,851,741 97.8 100.0 
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Ⅲ 四半期ごとの収支及び予算執行状況 

１ 歳   入 

 （単位：円・％） 

区  分 
第１・四半期 
（４～６月) 

第２・四半期 
(７～９月) 

第３・四半期 
(１０～１２月) 

第４・四半期 
(１～３月) 

出 納 整 理 

期 間 
合  計 

予 算 額 728,257,000 728,257,000 728,257,000 711,559,000 711,559,000  

1 
分 担 金 
及び負担金 

330,860,640 163,564,000 167,289,640 0 △15,434,000 646,280,280 

2 
使 用 料 
及び手 数 料 

421,000 525,600 381,250 335,950 0 1,663,800 

3 県 支 出 金 0 317,725 0 0 6,073,000 6,390,725 

4 財 産 収 入 0 0 0 3,054 0 3,054 

5 繰 入 金 0 0 0 13,285,000 0 13,285,000 

6 繰 越 金 1,004,951 0 0 0 0 1,004,951 

7 諸 収 入 145,302 120,996 124,688 1,149,219 58,179 1,598,384 

8 組 合 債 0 0 0 41,900,000 0 41,900,000 

合   計 332,431,893 164,528,321 167,795,578 56,673,223 △9,302,821 712,126,194 

歳出累計（A） 332,431,893 496,960,214 664,755,792 721,429,015 712,126,194   

予算に対する 
収入割合(％) 45.6 68.2 91.3 101.4 100.1   

 

２ 歳   出 

（単位：円・％） 

区  分 
第１・四半期 
（４～６月) 

第２・四半期 
(７～９月) 

第３・四半期 
(１０～１２月) 

第４・四半期 
(１～３月) 

出 納 整 理 

期 間 
合  計 

予 算 額 728,257,000 728,257,000 728,257,000 711,559,000 711,559,000  

1 議 会 費 81,600 81,000 486,620 166,930 14,955 831,105 

2 総 務 費 13,700,691 12,071,367 13,717,946 14,548,644 1,380,881 55,419,529 

3 衛 生 費 5,615,176 7,701,346 5,927,402 5,020,780 600,912 24,865,616 

4 消 防 費 153,136,755 112,927,813 159,406,803 172,495,146 6,748,902 604,715,419 

5 公 債 費 0 4,942,846 0 4,932,744 0 9,875,590 

6 予 備 費 0 0 0 0 0 0 

合   計 172,534,222 137,724,372 179,538,771 197,164,244 8,745,650 695,707,259 

歳出累計（Ｂ） 172,534,222 310,258,594 489,797,365 686,961,609 695,707,259   

予 算 執 行 
割 合（％） 23.7 42.6 67.3 96.5 97.8   

公金現在高 
(Ａ) － (Ｂ) 

159,897,671 186,701,620 174,958,427 34,467,406 16,418,935   
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Ⅳ 性質別歳出内訳表 
（単位：千円・％） 

区  分 

平成２９年度 平成２８年度 

決 算 額 
構 成 比 

（％） 

前年比較 

増 減 額 

前年対比 

（％） 
決 算 額 

構 成 比 

（％） 

前年比較 

増 減 額 

前年対比 

（％） 

義務的経費 565,195 81.2 19,962 103.7 545,233 83.9 10,050 101.9 

  人 件 費 550,269 79.1 19,909 103.8 530,360 81.6 13,223 102.6 

  扶 助 費 5,050 0.7 90 101.8 4,960 0.8 △ 535 90.3 

  公 債 費 9,876 1.4 △ 37 99.6 9,913 1.5 △ 2,638 79.0 

投資的経費 51,516 7.4 21,666 172.6 29,850 4.6 27,701 1,389.0 

  
普通建設

事 業 費 
51,516 7.4 21,666 172.6 29,850 4.6 27,701 1,389.0 

  
うち補助 

事業費 
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

  
うち単独 

事業費 
51,516 7.4 21,666 172.6 29,850 4.6 27,701 1,389.0 

その他の経費 78,996 11.4 3,864 105.1 75,132 11.5 938 101.3 

  物 件 費 66,836 9.6 4,407 107.1 62,429 9.6 477 100.8 

  補助費等 7,063 1.0 349 105.2 6,714 1.0 △ 366 94.8 

  積 立 金 4 0.0 △ 2 66.7 6 0.0 △ 1 85.7 

  
維 持 

補 修 費 
5,093 0.8 △ 890 85.1 5,983 0.9 828 116.1 

合  計 695,707 100.0 45,492 107.0 650,215 100.0 38,689 106.3 

 

 

 

Ⅴ 地方債現在高調 

（単位：千円） 

  

区   分 
平成２８年度末 

現 在 高 

平 成 ２９年 度 

借 入 額 

平 成 ２９年 度 

償 還 元 金 額 
差引現在高 

消防施設整備事業債 

（全国自治協会） 
49,166 41,900 9,816 81,250 

合   計 49,166 41,900 9,816 81,250 
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平成２９年度 亘理地区行政事務組合一般会計決算額 

 

  

   

 

  

     

   

   

  

  

  

  

  

 

  

  

  

 

  

 

 

 

  

 

分担金及び負担金

646,280 (90.8%)

使用料及び手数料

1,664 (0.2%)

財産収入 3 (0.0%)

繰入金 13,285 (1.9%)

繰越金 1,005 (0.1%)

諸収入 1,598 (0.2%)

県支出金 6,391 (0.9%)

組合債 41,900 (5.9%)

自主財源

663,835 (93.2%)

依存財源 48,291 (6.8%)

【歳 入】

歳入決算額

712,126

（千円）

議会費 831 (0.1%)

総務費 55,419 (8.0%)

衛生費

24,866 

(3.6%)

消防費

604,715 (86.9%)

公債費 9,876 (1.4%)

予備費 0 (0.0%)

【歳 出】

歳出決算額

695,707

（千円）

山元町（衛生費）

8,969 (1.4%)

亘理町（衛生費）

17,582 (2.8%)

亘理町（消防費）

416,655 (65.2%)

山元町（消防費）

195,623 (30.6%)

衛生費分担金 26,551 (4.2%)

消防費分担金

612,278 (95.8%)

【両町分担金の割合】

両町分担金

638,829

（千円）

人件費

550,269 (79.1%)

扶助費

5,050 (0.7%)

公債費

9,876 (1.4%)

普通建設事業費

51,516 (7.4%)

物件費 66,836 (9.6%)

補助費等 7,063 (1.0%)

積立金 4 (0.0%)

維持補修費 5,093 (0.8%)

義務的経費

565,195 (81.2%)

投資的経費 51,516 (7.4%)

その他の経費 78,996 (11.4％)

【性質別決算内訳】

歳出決算額

695,707

（千円）
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 一般会計の状況 

 

 

 
（１） 定例会及び臨時会 

 議 会の開催状況 
議 会 審 議 状 況 

管理者提出 議 員 提 出 

区 
 

 

分 

招

集

開

催 

会
期
延
日
数 

会
議
延
日
数 

審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 
審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 

定

例 
２ ２ ２ ６ ６         

臨

時 
２ ２ ２ ３ ３         

 

（２） 調査及び活動研修 

先進地視察調査（１０月２６日～１０月２７日） 

【調査地】栃木県鹿沼市(帝国繊維㈱鹿沼工場) 

      大田原市(那須地区消防組合消防本部) 

   福島県喜多方市(喜多方地方広域市町村圏組合斎場) 

【事 項】 

   鹿 沼 市：消防ホース、救助工作車の製造 

   大田原市：消防広域化先進地域 

   喜多方市：最新の火葬施設の建設状況 

 

（１） 総務事業 

ア 職員等の健康診査 

 職員及び臨時職員の健康の保持増進を図った。 

健 診 名 受診者数 実 施 日 備考 

定期健診 

(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

６３人 

（５５人） 

６月２２、２３日 

７月１日、９月８日 

 

 

腹部超音波検査 ２人 ８月２９日 

人間ドック 

(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

１７人 

（１２人） 

７月２２、２９日 

８月１９、２６日 共済組合 

助成事業 
脳ドック ７人 

８月２８、３１日 

９月４、５、６、７日 
  

 

 

 

 

 

２款 

総務費 

55,419 

 

１ 総務管理 

の状況 

55,284 

 

１款 

議会費 

831 

１ 議会の状況 

831 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 職員研修 

質の高い行政サービスを提供する為、職員育成を目的とし各

種研修を１８人に受講させた。 

研 修 名 受講者数 場  所 備考 

条例・規則作成研修 １人 県市町村職員研修所  

管理者研修Ⅰ ２人    〃  

クレーム対応研修 ２人    〃  

マスメディア対応研修 ２人    〃  

OA 研修 ４人    〃  

メンタルヘルスマネジメント実践研修 ２人 県庁  

メンタルヘルス講座 ２人 パレス松洲 管理監督者対象 

健康管理者対象研修 ２人   〃  

人づくり政策研修 １人 自治会館  

 

ウ 広報事業 

 組合議会、行財政の状況、消防及び葬祭業務に関する情報な

ど、組合行政の内容を広報紙「ぎょうせいわたり」を通して住

民に広く周知し、その理解を深め効率的な行政推進を図った。

また、組合ホームページでは、インターネットの持つ広域性、

即時性、双方向性を最大限に活用し、組合の最新情報を積極的

に提供した。 

 

エ 人事評価制度評価者研修会 

 平成２８年度から実施している人事評価制度は、その評価の

結果が職員の処遇やモチベーションの向上に繋がる重要な要素

であり、評価者には公平、公正な人事評価を目指した研鑽が求

められていることから、外部講師を招き研修を行った。 

講  師：株式会社ぎょうせい 

研修日程：【評価者研修】 

     平成２９年４月１８日（火）９時～１２時 

 

オ 財務書類作成業務委託事業 

 総務省より全ての地方公共団体において、統一的な基準によ

る地方公会計の整備が平成２９年度まで義務付けられたことか

ら、平成２８年度は固定資産台帳を整備し、平成２９年度に財

務書類を作成し公表した。 

 

カ ストレスチェック事業 

メンタルヘルス不調者の発生を未然に防ぐためストレス

チェックを行い、職員が働きやすく健康的な職場づくりに努め

た。 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 主な支出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最少の経費で最大の効果を上げるように事務・事業が執り行われ

ているか、公正な視点で監査及び審査を行った。 

 ア 平成２８年度亘理地区行政事務組合一般会計決算の審査 

 イ 平成２９年度一般会計歳入歳出予算に関する事務の執行及び

事業の監査 

 

 

 

  

 （単位：円） 

組合広報紙印刷代 ７２５，８０７ 

職員健康診断委託料 １，０２２，８２８ 

財務書類作成業務委託料 ２，１０６，０００ 

人事給与システム使用料 １，３９７，０８８ 

複合印刷機賃借料 ７０６，７５２ 

パソコン賃借料  ５８９，８９６ 

財務会計システム使用料 ８２９，４４０ 

分署車庫オーバーヘッドドア維持修繕工事 １，５１２，０００ 

本署待機室用エアコン ３８６，６４０ 

区 分 一 般 監 査 決 算 審 査 そ の 他 

回   数 ２ １ ０ 

所要日数 ２ １ ０ 

２ 監査委員 

の状況 

135 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 葬祭場の管理状況 

遺族及び利用者が心静かに故人の追悼ができるよう、環境及

び設備の整備等を行い施設保全に努めた。 
   

葬祭場利用状況                       （単位：件） 

区 分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

亘 理 町 ３８０ ３７５ ５ 

山 元 町 １５５ １７２ △１７ 

他の市町 ４１ ４９ △８ 

合  計 ５７６ ５９６ △２０ 

 

（２） 亘理葬祭場火葬炉大規模改修工事の完了 

火葬炉設備の老朽化により、平成２７年度から３ヵ年計画で

実施してきた火葬炉３基の大規模改修工事が、平成２９年８月

末に完了した。 

 

（３） 主な支出                   

 

 

 

 

 

  

 （単位：円） 

燃料費（重油：火葬燃料） １，７８２，５９９ 

松の木伐採業務委託料 １９９，８００ 

１・２号炉改修工事及び霊台車維持修繕工事 ３，０３４，８００ 

屋根防水修繕工事 ２７０，０００ 

３款 

衛生費 

24,866 

 

１ 葬祭場 

の状況 

24,866 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域に密着した自治体消防として、火災の予防や消火、救急、救

助など「住民の安全・安心」の担い手としてその役割を果たすとと 

もに、住民一人ひとりが安心して暮らせる地域づくりに取り組んだ。 

 

（１） 消防職員の研修状況 

ア 宮城県消防学校入校 

 消防業務に必要な知識を段階的に習得するための教育を受

講した。 

教育訓練種別 入校者数 

初任総合教育 ３人 

専科教育特殊災害科 １人 

専科教育予防査察科 １人 

専科教育火災調査科 １人 

特別教育指揮隊長教育講習 １人 

幹部教育中級幹部科 １人 

 

イ 救急救命士研修 

救急救命士は、常に一定水準以上の高度な救急技術を求め

られていることから、東北救急医学会をはじめとする研修会

等に参加し、事例研究を通した技能熟達に努めた。(１０回、

１８名) 

 

ウ 救命救急東京研修所入所 

国家試験資格である救急救命士を養成するため、救急救命

東京研修所にて研修を受講させ、資格取得を成した。 

教育訓練種別 入校者数 

救急救命士新規養成課程 １人 

 

エ 救急救命士の病院研修 

住民への質の高い病院前救護を提供するため、救急救命士

として必要な救急医療の知識、技術の維持・向上を目的に、

指定医療機関で研修を受けた。 

 

 

 

 

 

    

  

指定医療機関 人数 

総合南東北病院 ６人 

独立行政法人 宮城病院 ５人 

４款 

消防費 

604,715 

 

１ 消防事務 

の状況 

604,715 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 消防職員の資格取得状況 

消防業務に必要とされる、各種資格の取得に努めた。 

資格種別 取得者数 

救急救命士 １人 
二級小型船舶操縦士 １人 
小型移動式クレーン運転技能講習 １人 

玉掛け技能講習 １人 

潜水士 １人 
大型自動車運転免許 ２人 

中型自動車運転免許 ２人 

予防技術資格者 １人 

 

（３） 消防職員の訓練状況 

ア 身近な災害対応への訓練 

消防を取り巻く社会情勢の変化に伴い、火災はもとより、

交通事故、水難事故、特殊災害など災害の形態も複雑多様化

し、従来の消防活動に加えて、新たな知識や資機材、消防戦

略が必要となっている。これらの災害を想定し、小隊単位、

署単位で警防・救助・救急訓練を計画的に実施した。 

 

イ 大規模災害に備えた訓練 

大規模災害発生時の応援及び受援体制等の各種訓練に参

加・実施し、関係機関との連携強化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  称 月 日 参加者数 実施主体 

亘理町総合防災訓練 ６月１１日 ２１人 亘理町 

非常災害消防訓練 ６月１２日 ７５人 
亘理地区行政事務

組合 

県消防救助技術指導会 ６月３０日 １３人 県消防長会 

県消防協会亘理地区  

支部水防訓練 
 ７月２日 １４人 

県消防協会 

亘理地区支部 

県消防広域応援隊訓練 
９月１日 

２日 
7 人 宮城県・名取市 

緊急消防援助隊北海道

東北ブロック訓練 

１０月６日 

７日 
２人 

北海道東北ブロック 

合同訓練推進協議会 

山元町総合防災訓練 １１月２６日 １１人 山元町 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 消防の諸活動 

ア 警防活動の状況 

(ア)  火災出動 

火災出動件数は１６件で、前年度より１件増加した。

火災による損害額は、２８,５６６千円であった。 

 

(イ) 警戒出動（１４件） 

 交通事故等における危険物漏えいや、強風・大雨など

の自然災害により人命に危険が予想される時など､災害

の被害拡大防止のために出動した。 

 

(ウ) 偵察出動（１３件） 

火災と紛らわしい火煙の発見又は通報により、その真

偽を確認するために出動した。 

 

(エ) 地水利調査 

地水利調査は、消防活動に重要な意義をもつものであ

ることから、毎月計画的に管内の地理、消火栓、防火水

槽、河川及び池、沼等を実際に調査し、現状把握に努め

た。 

 

イ ドクターヘリの運用状況 

平成２８年１０月２８日から宮城県ドクターヘリの運用が

開始され、平成２９年度はドクターヘリで６件の救急搬送を

行った。 

急病や交通事故などで生命の危険が切迫している傷病者に

救急の専門医師や看護師が救急現場で早期治療を開始するこ

とができ、短時間で救命救急センター等に搬送できることか

ら、当管内の救急救命に大きく寄与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災の種別 
出 動 件 数 

増減 Ｈ２９年度の主な出火原因 
Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 

建物火災 ６ ８ △２ 放火、放火の疑い、その他 

車両火災 ２ １ １ 放火、不明 

林野火災 ０ ０ ０  

そ の 他 ８ ６ ２ 火入れ、放火の疑い、その他 

計 １６ １５ １  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 救急・救助活動の状況 

(ア) 救急出動 

救急出動件数は２,１０５件で、前年度より１２件増加

した。 

①  救急出動及び搬送人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 事故の種別           （単位：件） 

区 分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

急 病 １，４２０ １，４０９ １１ 

一般負傷 ２４５ ２４５ ０ 

転 院 ２２５ ２２０ ５ 

交通事故 １５２ １４８ ４ 

そ の 他 ６３ ７１ △８ 

計 ２，１０５ ２，０９３ １２ 

 

③  地域別医療機関搬送人員              （単位：人）     

区  分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

管 内 亘理・山元町 ３１６ ３８３ △６７ 

管 

外 

仙 台 市 ５６７ ４６１ １０６ 

岩 沼 市 ７５８ ７４０ １８ 

名 取 市 ３７ ４２ △５ 

そ の 他 ２３７ ３３０ △９３ 

計 １，５９９ １，５７３ ２６ 

合   計 １，９１５ １，９５６ △４１ 

 

(イ) 救助出動 

救助出動件数は２３件で、前年度より５件増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 
Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

亘 理 町 １，４４７ １，２９７ １，４３９ １，３３０ ８ △３３ 

山 元 町 ６５４ ６１７ ６５０ ６２６ ４ △９ 

管  外 ４ １ ４ ０ ０ １ 

計 ２，１０５ １，９１５ ２，０９３ １，９５６ １２ △４１ 

区 分 
Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

火災 １ ０ ０ ０ １  ０ 

交通事故 １２ ９ １１ １１ １ △２ 

水難事故 ２ ２ ０ ０ ２ ２ 

風水害等自然災害事故 １ １ ０ ０ １ １ 

機械による事故 ０ ０ ３ ３ △３ △３ 

建物等による事故 ３ ３ ２ ２ １ １ 

そ の 他 ４ ４ ２ ２ ２ ２ 

計 ２３ １９ １８ １８ ５ １ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ  応急手当等の指導 

管内の各種団体や企業、個人を対象に救命講習を実施し、

応急手当の普及啓発に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 予防活動の状況 

平成３０年４月１日より違反対象物の公表制度が開始される

ことに伴い、違反対象物の立入検査を重点的に実施し、是正に

努めた。また、住宅用火災警報器の設置や維持管理、更新時期

等について、組合広報紙やホームページへの掲載、啓発用チラ

シを郡内全戸に配布するなど普及促進活動に取り組んだ。 

 

ア 防火対象物等の査察状況 

学校・工場・病院等の防火対象物及び危険物施設を立入検査

し、災害発生防止の指導を行った。  

 

 

 

 

 

 

イ  建築確認同意事務の状況 

消防法第７条による建築確認同意について、消防法令に基

づき審査を行い、適正な処理を行った。 

 

 

 

 

 

 

区 分 
Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 

普通救命講習会 ２８ ２６２ ２６ ２４２ ２ ２０ 

上級救命講習会 ２ ２３ ２ ２８ ０ △５ 

一般救命講習会 ４０ １，０３３ ４２ １，２４４ △２ △２１１ 

計 ７０ １，３１８ ７０ １，５１４ ０ △１９６ 

  （単位：件） 

区 分 
Ｈ２９年度 

施設総数 

立入検査実施件数 

Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

防火対象物 １，１３０ ５１３ ５７０ △５７ 

危険物施設 １６８ １２３ １０８ １５ 

計 １，２９８ ６３６ ６７８ △４２ 

   （単位：件） 

区 分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

建築確認同意 １０５ ２１２ △１０７ 

消防用設備等の設置審査 ２０ ４０ △２０ 

計 １２５ ２５２ △１２７ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 危険物取扱事務の状況 

危険物の規制に関する関係法令等の規定に基づき、書類審

査及び施設検査を行った。                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 
エ 予防広報活動 

火災予防運動期間に婦人防火クラブ員による巡回広報、幼

年消防クラブ員による防火パレード、駅やスーパーマーケッ

トにて防火チラシ等を配布し、地域住民の防火思想の普及啓

発に努めた。 

 
オ 防災リーダー講習会 

事業所において災害が発生した場合、的確に対処できるよ

う、消防用設備等の基礎知識を学び、放水訓練や煙体験、応

急手当等、防災に関する技術を習得し、災害時に中心的な役

割を担う防災リーダーの育成を図った。  

 

カ 亘理地区防災安全協会事務局 

亘理郡内の危険物取扱事業所、防火管理者を有する事業所

等を会員とする組織（２２２事業所）の事務を行っている。 

年間事業として、防火講習会及び防火訓練、視察研修、救

命講習会、啓発活動（防災関係資料、ポスター配布）並びに

防災情報の提供等を行った。 

 
キ 婦人防火クラブの育成指導 

「防火は地域・家庭から」の誓いのもと全戸加入を推進す

ると共に、消火器の取扱訓練や防火講話等を行い、防火・防

災の啓発にあたった。また、クラブの基幹事業として、県、

仙台南地方消防連絡協議会等主催の婦人防火クラブ大会や研

修会等に積極的に参加し、クラブ員の育成指導に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （単位：件） 

区 分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

設置及び変更許可 １１ １４ △３ 

完成検査及び水張検査 １４ １１ ３ 

仮使用承認 ４ ４ ０ 

計 ２９ ２９ ０ 

区 分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

参加事業所数 １８ １９ △１ 

参加者数 ２４ ２９ △５ 

区 分 
Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増  減 

団体数 会員数 団体数 会員数 団体数 会員数 

地区防火クラブ ７２ １１，７８２ ７４ １１，６８６ △２ ９６ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 幼年消防クラブの育成指導 

幼年消防クラブ１０団体、５１８人に対して、防火講話や

防火映画の上映、避難訓練等を行い、防火意識の高揚を図り

クラブ員の育成指導に努めた。 

 

（６） 消防団への訓練指導  

地域の暮らしの安全を守るうえで、非常に重要な役割を果たしてい

る消防団の組織力の維持・向上に資するよう、訓練指導を行った。 

区  分 
亘理町消防団 山元町消防団 

備  考 
回数 受講者数 回数 受講者数 

小型ポンプ操法 １１ １０９ ４０ ４００  

自動車ポンプ操法 １ ５ ３ ３０  

初任団員訓練 １ ９ １ ６ 仙台南消連協 

礼式訓練（幹部） ０ ０ ２ ６６  

計 １３ １２３ ４６ ５０２  

 

（７） 消防施設等の整備 

近年、災害や事故の多様化及び大規模化、住民ニーズの多様

化等、環境の変化に的確に対応出来るよう、消防資機材等の整

備を行った。 

平成２９年度は、１．５ｔ水槽、高性能消防用水ポンプを装

備し、電動油圧器具等最新の資機材を積載した水槽付消防ポン

プ自動車を亘理消防署山元分署に更新配備し、消防力の充実強

化を図った。 

 

主要諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 県移譲事務の状況 

「火薬類取締法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引 

の適正化に関する法律」に係る権限移譲事務を次のとおり処理

した。 

 

 

 

 

 

 

車両全長 7,000mm 以下 乗車定員 6 名 

車両全幅 2,400mm 以下 ポンプ性能 消防検定Ａ－２級 

車両全高 3,000mm 以下 駆動方式 4 輪駆動 

車両総重量 11,000kg 未満 変速方式 マニュアル 6 速シフト 

エンジン ディーゼルエンジン 
外装 

アルミ合金製 

オールシャッター 総排気量 5,000cc 以上 

最高出力 240ps 以上 エアバック装置 運転席 

   （単位：件） 

区     分 Ｈ２９年度 Ｈ２８年度 増 減 

火薬類に係る事務 ７ １３ △６ 

液化石油ガスに関する事務 ５ ５ ０ 

計 １２ １８ △６ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 主な支出  

  （単位：円） 

消防職員用被服 ６，０２３，５２１ 

水槽付き消防ポンプ自動車 １台（更新） ５１，５１６，０００ 

消防デジタル無線及び通信回線利用経費 ５，０１４，１９５ 

ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ業務委託料（宮城病院、総合南東北病院） ７１８，２００ 

消防指令ｼｽﾃﾑ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線保守点検料 ７，３２５，６４０ 

耐熱服 １着（更新） ３８３，４００ 

職員用体力練成器具（更新） ３３１，５６０ 

空気呼吸器 １基（更新） １８８，７８４ 

展張計 １台（更新） １９２，７８０ 

安全マット １個（更新） ２８６，２００ 

化学防護服 １着（更新） ２９１，６００ 

AED トレーナー ２器（更新） １６８，４８０ 
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